
 

 

報告事項① 令和7年度事業報告 

 (1)令和7年度（令和7年4月1日～令和8年3月31日) 事業報告 

事業活動基本報告 

健全な納税者団体として、激変する社会情勢、情報技術に留意しつつ、情報共有のもと、税知識の

普及、納税意識の高揚、税制・税務に関する調査研究並びに提言を行い、地域企業の健全な発展に

資するための施策を実施するとともに、地域に役立つ団体として活動の充実、会員増強活動の展開、

福利厚生制度の普及に取り組みました。 

税知識の普及と納税意識の高揚並びに税の提言に関する事業（公益 1） 

横浜中税務署との共催で、申告納税制度の維持、発展のため、新たに設立された法人や申告期限を

迎える法人に対しセミナーを実施、併せて税制改正・年末調整における変更点の周知を目的に説明

会を開催しました。また、会員をはじめ広く経営者、従業員や一般市民を対象に、中小企業の税制、

税務に関するテーマで、専門家を迎え研修会を開催し、本事業の参加人員は、本年度も 6,000 名を

超える多くの参加となりました。税に関する広報活動は、広報誌（毎月１回発行）、ホームページに

より税制・税務の情報を発信しました。会員拡大では、役員・支部・部会が一丸となり取り組み、

ＱＲコードを活用してＰＲを行い、３年連続で「会員純増」を達成することができました。 

租税教育活動では、小学校での租税教室、税に関する絵はがきコンクールを実施し、応募を頂いた

678 枚から優秀作品を表彰し、公共施設をはじめ金融機関や横浜高速鉄道みなとみらい線横浜駅、

イオン本牧店での掲示や広報誌で優秀作品を紹介しました。税制改正要望事項では、事業承継税制

の拡充・簡素化、消費税及びインボイス制度の抜本的な見直し、所得税・年末調整制度の事務の簡

素化等に関し、一般社団法人神奈川県法人会連合会を通じて公益財団法人全国法人会総連合に要望

しました。 

地域企業及び地域社会への貢献を目的とする事業（公益 2） 

公益社団法人として地域社会に貢献するため、自ら公益事業を行うほか地域で実施される事業へも

積極的に協賛、参加しました。具体的には、一般社団法人神奈川県法人会連合会が主催する地域社

会貢献事業の「小田原御幸の浜のビーチクリーン」に参加し、環境問題に関する取り組みを行うこ

とにより、地域社会の整備改善に寄与しました。また、公益財団法人横浜市緑の協会と連携し、緑

化を推進しました。チャリティゴルフの寄附金は、日本赤十字社を通じて大分市佐賀関大規模火災

義援金として拠出しました。 

公益目的事業を補完するための収益を得る事業（収益） 

当会会議室を有償で賃貸する事業（不動産賃貸事業）を実施しました。不動産賃貸事業においては、

令和 6年 9月より「3 階フロアのテナント貸し」を開始し収益確保に取り組んでおります。 

会員交流及び福利厚生等に資するための事業（共益） 

会員間の交流を目的として、情報交換や会員相互の親睦を深める事業を行うほか、福利厚生制度募

集事業による支援を通じて、企業保全を目的とした制度の普及推進を行いました。（経営者大型総

合保障、事故・病気・ケガ・災害保障、がん保険など） 

これらの公益活動・共益活動を実現するために、令和 7 年度における当会の収支状況は、経常収益

91,507,393 円に対し経常費用合計 81,984,623 円であり、当期一般正味財産増減額は、9,448,270 円

のプラスとなりました。公益法人の公益性を示す指標である公益事業比率は、55.7％（前年度 55.2％）

となり、公益認定基準で求められる 50％以上を維持しております。 
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⑵ 令和 7年度トピックス 
 

＜横浜中法人会・第 14回通常総会＞ 
 
横浜中法人会（会長 高橋伸昌）は、令和 7 年 6 月 20 日（金）、ローズホテル横浜にて、第 14 回通常総会を開催した。 

第一部 総会に先駆け、記念講演では、二輪ライダー 田中 愛生 氏「１％の可能性を１００％信じた私は、、、、 

気づいたらアフリカを走っていた」と題した講演が行われた。講演後には、法人会功労者表彰式が執り行われ、その後、

議事に入り提案議案はすべて可決承認された。 

総会後の懇談会は、横浜中税務署、神奈川県横浜県税事務所、横浜市中区・西区、納税関係 6 団体、福利厚生制度推

進会社等、関連機関のご来賓をお招きし、210 名が懇親を深めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本部主催の主な研修会と公益事業比率＞ 
 

令和 7 年度の本部主催の主な研修会の参加状況は、令和 2 年度より導入したオンラインライブ配信の定着、定額減税の対

応等により、受講者数は順調に推移することができた。また、公益法人の公益性を示す指針である公益事業比率は、55.7％

（前年度 55.2％）となりました。※公益目的事業比率とは、公益法人の活動全体における公益目的事業活動の割合がその

費用額において 50％以上であることが法律により求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

横浜中法人会・第 14 回通常総会 横浜中法人会・第 14 回通常総会記念講演 

公益事業費
収益事業費

法人会計

公益比率

公益事業費 収益事業費 法人会計

55.7％

公益事業費 45,653,229

収益事業費 27,759,530

法人会計 8,571,864

合 計 81,984,623
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⑶ 令和 9年度税制改正要望事項 
 

当会より令和 8 年 5 月に県連に提出：令和 8 年 10 月の全国大会にて審議 

令和 9 年度税制改正に関する意見書～中小企業の持続的成長と地域経済活性化のために～ 
 
はじめに 

我が国経済は、物価上昇、人口減少、国際情勢の不安定化など複合的な課題に直面している。 
その中にあって中小企業は、地域雇用と地域経済を支える重要な役割を担っている。 
本会では、税制の簡素化を重視するとともに、民間投資と賃上げを促進する積極財政の視点を踏まえ、 
中小企業の持続的成長と地域経済の活性化に資する税制の実現を求め、以下のとおり意見を取りまとめた。 
 
1．事業承継税制の拡充・簡素化について 

中小企業の円滑な事業承継は、雇用維持と地域経済の安定に直結する重要課題である。しかし現行制度

は、雇用維持要件や先代退任要件、長期に及ぶ提出義務などが大きな負担となり、活用を躊躇する事業者

も少なくない。よって、特例事業承継税制の恒久化または適用期限の延長、要件緩和、提出先の一本化、

手続の簡素化を求める。また、自社株評価の簡素化や承継時の資金負担軽減措置の拡充を要望する。 
 
2．交際費の損金算入制度の見直しについて 

中小企業にとって交際費は、取引先との信頼関係構築や営業活動の維持に不可欠であり、広告宣伝の代

替手段としての役割も大きい。現行の年間 800 万円までの損金算入特例は時限措置であることから、 
恒久化を強く求める。また、物価上昇を踏まえた上限額の引き上げ、企業規模に応じた段階的枠組み、 
周年行事等の突発的支出に対する特例措置の検討を要望する。なお、飲食費と会議費の区分については現

行運用を基本とし、過度な複雑化は避けるべきである。 
 
3．グリーン投資支援税制の実効性向上について 

脱炭素社会の実現に向けた取り組みは重要であるが、中小企業にとって設備投資負担や制度の複雑さが

導入の障壁となっている。補助金・税制優遇制度は申請手続が煩雑で、周知不足や地域間格差による不公

平感も指摘されている。よって、省エネ設備等への投資に対する即時償却・税額控除の拡充、申請手続の

簡素化、情報提供の強化、ポータル統合による利便性向上を求めるとともに、地域間格差の是正を要望す

る。 
 
4．消費税およびインボイス制度の抜本的見直しについて 

インボイス制度は、中小事業者に過度な事務負担とコスト負担を強いており、経営の大きな阻害要因と

なっている。請求書管理・保存業務、システム対応、紙資源の大量消費など非生産的業務が増大し、本来

の事業活動を圧迫している。よってインボイス制度の廃止を含めた抜本的見直しを強く要望する。制度存

続を前提とする場合でも、経過措置の大幅延長や恒久的な負担軽減策の導入を求める。 
 
5．所得税・年末調整制度の簡素化について 

年末調整および各種申告手続は年々複雑化し、企業・従業員双方に大きな負担となっている。副業・複

数就労の増加に伴い、申告責任や割増賃金負担主体が不明確である点も課題である。制度の標準化と明確

化を図るとともに、マイナンバー連携による自動化、マイナポータルおよびｅ－ＴａｘのＵＩ／ＵＸ改善、

高齢者への支援機能強化などにより、抜本的な事務簡素化を実現することを要望する。 
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6．防衛特別法人税等の特別税について 
防衛力強化の重要性については理解するものの、新たな法人課税の導入にあたっては、中小企業の経営

体力を十分に考慮すべきである。復興特別税等の付け替えによる実質的な増税には懸念があることから、

導入に際しては期限の明確化、税率の抑制、利益水準の低い企業への軽減措置を求める。あわせて、経済

成長を促進し税収増につなげる財政運営との両立を重視すべきである。 
 
7．大企業優遇の法人税の見直しについて 

大企業の実質法人税負担率が（一部軽減税率が適用される）中小企業よりも低くなっている。連結納税

制度、受取配当金不算入、研究・投資減税等の大企業向けの減税措置によるものである。応能負担原則に

基づき、不公平な法人税体系を正すよう要望する。 
 
おわりに 
中小企業は地域社会と日本経済を支える基盤であり、税制は負担を強いるものではなく、成長と挑戦を後

押しする制度であるべきである。政府においては、中小企業の現場の声を真摯に受け止め、簡素で活力あ

る税制改革を実現されるよう強く要望する。 
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